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東京都八丈島八丈町大賀郷２５５１番地２ 
　　　　八丈町長　山　下　奉　也
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４産労農水第４９２号  

令和４年６月３日  

 

 

 

 東京海区漁業調整委員会 

会長  有 元 貴 文  殿 

 

 

東京都産業労働局農林水産部長 

                            山 田 則 人 

                            （公 印 省 略） 

 

 

令和４年度において八丈島周辺海域に設置する 

浮魚礁事業計画承認申請について(回答) 

 

令和４年６月２日付４東京漁調第 26 号により照会のあったことについて、「東京都海面

における浮魚礁設置に関する基準」に基づいて審査した結果、下記の通り回答します。 

 

記 

 

当該事業実施計画は、平成２６年に設置した浮魚礁１基の耐用年数経過に伴い更新する

内容であり、特段の問題はないものと考える。 

 

T0515068
テキストボックス
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東京都海面における浮魚礁設置に関する基準 

 

東京都産業労働局農林水産部水産課 

 

（目 的） 

第１ 本基準は、東京都海面における浮魚礁設置に関する必要な事項を定めることを目的と

する。 

 

（定 義） 

第２ 本基準において、浮魚礁及び浮魚礁漁場とは次のとおりとする。 

 ⑴ 浮魚礁とは、魚のい集を目的としてアンカーにより固定した礁体を表層又は中層に

設置する魚礁施設をいう。 

  ⑵ 浮魚礁漁場とは、アンカーを中心として、潮流等により移動する礁体の距離に水産

基盤整備事業の指針等に基づく魚礁の効果範囲を加えた距離を半径とする円の範囲内

をいう。 

 

（事業実施主体） 

第３ 事業実施主体とは、東京都及び東京都管内の町村又は漁協等であって、自己資金又は

都補助金を受け浮魚礁設置事業を実施する者とする。 

 

（委員会の承認） 

第４ 浮魚礁を設置しようとする者は、当該事業実施計画について海区漁業調整委員会の承

認を受けなければならない。 

 

（設置場所の選定） 

第５ 事業実施主体は、浮魚礁設置位置の選定にあたっては、次に掲げる事項について調整

しなければならない。 

  ⑴ 地元漁船をはじめ、他県漁船の選定予定海域における操業実態を十分把握するとと

もに、関係者の意見を聞いた上で選定するものとする。 

 ⑵ 一般船舶の航路に障害を与えないよう、海上保安部の指導を受けた上で選定するも

のとする。 

 

（設置後の漁場利用ルールの確立） 

第６ 事業実施主体が、浮魚礁漁場の利用ルールを定める場合は、次の事項に配慮しなけれ

ばならない。 

  ⑴ 地元漁業者をはじめとし、浮魚礁漁場で操業する他県漁業者を含めた関係者の意見

を聞いた上で定めるものとする。 

  ⑵ 漁業調整制度に基づく適正な考え方に従って定めるものとする。 

  ⑶ 既に利用ルールが定められている魚礁であっても、上記の内容に従い見直しを行う

ものとする。 
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（浮魚礁施設の管理） 

第７ 事業実施主体は、浮魚礁の管理について、衝突や流失等による事故防止及び事故発生

時に備え、次の対策を講じなければならない。 

  ⑴ 浮魚礁の状態を常に把握し、流失又は事故のあった場合には、速やかに関係機関に

連絡するとともに、礁体の回収に努めること。 

  ⑵ 表層式の浮魚礁にあっては、標識、夜間標識灯並びにレーダー反射番等を装備する

こと。 

  ⑶ 中層式の浮魚礁にあっては、流失警報装置等を装備すること。 

  ⑷ 流失等による事故により他に損害を与えた場合を考え、十分な備えを講じておくこ

と。 

 

（事業の採択） 

第８ 水産課は、自ら浮魚礁事業を実施する場合、又は補助事業として採択する場合、及び

事業実施主体が独自の予算で設置する場合を問わず、本基準の内容に従い実施又は指導

するものとする。 

 

（調整の方法） 

第９ 事業実施主体は、本基準に定める事項について、必要に応じ水産課の指導を受けるも

のとする。 

 

（その他） 

第１０ 事業実施主体は、本基準に規定のない事項が生じた場合には、その都度水産課と協

議し、指導を受けるものとする。 

 

 

 以上の基準に従い、円滑な浮魚礁設置事業を行うものとする。 

 

平成１６年７月１３日 

 

 

 


